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学⾧メッセージ 

 

本学は 1875 年（明治 8 年）に日本初の官立女子機関「東京女子師範学校」として設

立され、その後 145 年余の歴史を刻んでまいりました。学問を志す女性たちが全国から

集い、女性が高等教育を受け、社会で活躍することが困難であった時代から、女子教育

の先達として道を切り拓き、性別、年齢、人種、国籍、文化、宗教など異なる背景を持

つ多様な人々と互いの違いを認め合い尊重しながら、より良き社会の実現に寄与するこ

とを、本学の果たすべき役割として取り組んできました。師範学校という名が示すよう

に教員養成機関として設立されましたが、卒業生は教育者としてだけでなく優れた研究

者として、また経済や産業、報道など様々な分野のリーダーとして活躍しています。こ

れもひとえに皆様のご支援の賜物と感謝申し上げます。 

 この「事業・財務レポート」は、本学を支えてくださる皆様に向けて、本学の 2023

事業年度財務諸表の内容を分かりやすく説明したものです。また、財務情報だけでなく、

数字には表れてこない環境や社会といった非財務的な本学の活動についても説明して

おります。このレポートが、本学の取り組みとそれに関連する財務情報について、広く

ご理解いただくための一助になると幸いです。 

 

お茶の水女子大学⾧ 

佐々木 泰子 
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ミッション・ビジョン 

 

学ぶ意欲のあるすべての女性にとって、真摯な夢の実現の場として存在する。 

 

 国立大学法人お茶の水女子大学は、すべての女性がその年齢・国籍等にかかわりなく、個々

人の尊厳と権利が保障され、自身の学びを深化させ、自己の資質能力の開発に主体的にチャレン

ジすることを支援しています。 

第４期中期目標期間（2022 年度～2027 年度）においては、下記の 3 つをビジョンとして掲

げ、「グローバル女性リーダーの育成」に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．女性が活躍できる社会の実現 

・ジェンダード・イノベーション研究の推進 

・社会人女性のためのリカレント教育を推進 

・他大学のモデルとして、役職者の高い女性比率を維持 

◇ ダイバーシティインクルージョン実現のための社会貢献 

◇ 平和な社会の構築と文化の発展への貢献 

・アジア・アフリカ等の途上国女子教育支援 

２．総合知を持ち社会を革新する人材の養成 

◇ 教養知と専門知に実践知を結びつけた総合知を備えた人材を養成 

・総合知を獲得するためのコンピテンシーを育成 

・附属学校園との協働を通じて総合知育成モデルを探求 

◇ 工学知を持った女性リーダーの育成 

・工学と人文学・社会科学の知を協働させた共創工学部を令和 6 年度に設置 

３．持続可能な社会実現のための研究推進 

◇ 革新的な健康イノベーションの創出 

・「こころ」「からだ」「食」の面から、企業・研究機関等と連携し、先端研究拠点を形成 

◇ SDGs 教育・研究プログラムの推進 

・民間企業等と協奏し食やジェンダーに関する社会実装型研究を推進 

・SDGs 達成のために行動できる人材の養成 
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本学概要について 

(2024/5/1 現在) (2023 年度) 

学部 
文教育学部 
理学部 
生活科学部 
共創工学部 
合計 

 
大学院 

博士前期課程 
博士後期課程 
合計 

 

 
919 名 
554 名 
534 名 

53 名 
2,060 名 

 
 

534 名 
282 名 
816 名 

 学部 
文教育学部 
理学部 
生活科学部 
合計 

 
 
大学院 

博士前期課程 
博士後期課程 
合計 

 
225 名 
133 名 
129 名 
487 名 

 
 
 

202 名 
27 名 

229 名 

 

(2024/5/1 現在) 

教 員：342 名 
職員等：144 名 

 合 計：486 名 

(2024/5/1 現在) 

国際交流協定：33 ケ国・地域、94 大学 
外国人留学生：27 ケ国・地域、199 名 

 

(2024/5/1 現在) 

土地面積 136,113 ㎡ 
建物面積  33,968 ㎡（建面積） 

103,070 ㎡（延面積） 

(2024/5/1 現在) 

蔵書冊数 
図書：682,258 冊 
雑誌： 8,970 種 

(2024/5/1 現在) 

高等学校                         363 名 
中学校                           335 名 
小学校                           628 名 
幼稚園                           157 名 
いずみナーサリー                  10 名 
文京区立お茶の水女子大学こども園  93 名 

 

詳細については、お茶の水女子大学概要 2024 をご覧ください。 
Web ページ https://www.ocha.ac.jp/plaza/info/index.html 

学生数 卒業・修了者数 

国際交流 

教職員数 

附属図書館 

土地・建物 附属学校 
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１．執行部体制 
教育・研究・社会貢献等の機能を最大限発揮するために法人の長である学長を経営と教学の最終

責任者とし、学長を補佐するため理事５名を置き法人の業務を掌理するとともに、特定の重点事項
を担当する副学長3名を置いています。また法人の業務が適正に行われているかを監査するために
監事が置かれ、ガバナンス体制等を含めた監査を行っています。 
 
２．運営組織 

国立大学法人法に基づき、学長の意思決定を支える会議体として、「役員会」、「経営協議会」、
「教育研究評議会」を設置し、経営及び教育・研究等の重要事項について審議を行っています。また
「学長選考・監察会議」は、学長を選考（任命は文部科学大臣）するとともに、学長の中間評価・業
績評価によるチェック機能の役割も果たしています。国立大学法人法に基づく法定会議に加え、学
長のリーダーシップによる迅速な意思決定を可能とするため、学長・理事・副学長で構成する「学長
戦略機構会議」を置き、戦略的重点事項の審議を行うとともに、「部局長等連絡会」を開催し、執行
部と部局長等との意見交換や連絡調整を行っています。 

 
 

３．監査機能体制 
監事による監事監査、監査室による内部

監査及び会計監査人による監査の連携を図
り、教育・研究の質の向上や適正かつ合理
的・効率的な業務運営のための検証を行っ
ています。 
  

ガバナンス 
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想定しうるリスクに迅速かつ適切に対応するため、危機管理基本ガイドラインを策定し、危機管
理規則をはじめとする関連規則を整備しています。危機を未然に防止するためのリスク分析と対応
策の検討・実施を行うリスクマネジメント委員会及び危機発生時の収束に向けた緊急対応と被害抑
制を行う危機管理対策本部を設置するなど、危機管理のPDCAサイクル（図参照）が確立していま
す。  

 

  

リスク管理 
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１．研究活動上の不正行為防止への取組 
お茶の水女子大学では、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平

成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）を踏まえ、本学における研究活動に係る不正行為を防止
するため、責任体系の明確化、研究に求められる倫理規範の習得、研究資料の保存期間の制定
及び通報、相談窓口の設置などを行っております。 

 
研究活動不正防止規程において、本学

で行われる研究活動に対し、学長を最高
管理責任者、研究を担当する副学長を研
究コンプライアンス統括管理責任者、各
部局の長を研究コンプライアンス推進責
任者とした責任体制のもと、不正行為を
防止するための対策を講じるとともに、
研究倫理教育を行うこととしています。 
 
 
 
 
２．公的研究費の不正使用防止への取組 

お茶の水女子大学では、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基
準）」（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定）を踏まえ、本学における公的研究費の管理・運営の
さらなる適正化のため、責任体系の明確化、研究費の適正な予算管理の徹底及び相談・通報窓口の
設置などを行っております。 
 

公的研究費の不正使用防止規程において、公的研
究費等の運営・管理について、学長を最高管理責任
者、研究を担当する副学長を研究費コンプライアン
ス統括管理責任者、各部局の長を研究費コンプライ
アンス推進責任者とした責任体制のもと、不正使用
等を防止し、適切な運営・管理を行うこととしてい
ます。 
 

研究不正行為防止ハンドブック（研究費不正を含
む）を作成して Web ページに公開しています。

https://www.ocha.ac.jp/researchs/002/prevention_handbook.html 

不正防止 
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事業概要について 

 

国立大学法人は、中期目標・中期計画に基づき毎事業年度「年次計画」を策定

します。また、その定めた項目ごとに実績を明らかにし、本学 Web ページにて

公表しています。ただし、その報告書は数百ページに及ぶため、決して読みやす

いものとは言えません。 

そこで、本学が 2023 年度に行った事業の概要を簡単に写真やグラフなど多用

して、わかりやすくまとめたものがこのレポートです。 

なお、詳細な「業務の実績に関する報告書」は、以下の Web ページをご覧くだ

さい。 

○第 4 期中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書（令和６年６月） 

https://www.ocha.ac.jp/introduction/hyouka/info/hyouka03_d/fil/R5_jisseki.pdf 
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